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要要  旨旨 
国土地理院では，地震発生時など，測量成果の改

定が必要となった際に，改定量をパラメータ化した

座標の補正パラメータと標高の補正パラメータを作

成している．これらの補正パラメータの作成には，

これまで電子基準点に加え，現地測量による三角点

等の測量成果の改定量を用いてきた．しかしながら，

地震発生後から現地の測量作業が完了するまでには，

おおむね 5 か月程度を要するため，これらのパラメ

ータの作成と提供にも同程度の時間を要することが

課題であった．一方で，衛星 SAR の解析や電子基準

点等によって観測された変動から推定される震源断

層モデルを用いた計算によって，三角点等における

GNSS の現地測量に比べて，より迅速に地震時の変

動分布が得られている．そこで，本稿では，現地に

おける GNSS 測量以外のデータである衛星 SAR の

解析結果，もしくは震源断層モデルを用いて，令和

６年能登半島地震の座標の補正パラメータと標高の

補正パラメータを作成し，いち早くこれらのパラメ

ータを提供することが可能であるかを検証した．そ

の結果，上下成分に関しては，衛星 SAR から作成し

た補正パラメータが電子基準点や三角点の測量成果

の改定量と良く整合していることが分かった．この

結果は，平滑化に用いるフィルタを多少変更しても

結果に大きな差が生じないことから，安定した結果

が得られたと考えられる．一方で，水平成分に関し

ては，今回，衛星 SAR から作成した補正パラメータ

は，測量成果の改定量とは十分に整合しなかった．

また，震源断層モデルから作成した補正パラメータ

については，水平・上下成分ともに，電子基準点と

は整合的であったものの，三角点とは大きくずれて

しまう場合があった．これらのことから，令和６年

能登半島地震に関しては，上下方向の補正パラメー

タ作成に衛星 SAR が有効であった可能性がある． 
 
1. はじめに 

国土地理院は，これまで地震に伴う地殻変動によ

り測量成果の修正が必要となった際，現地での測量

作業によって測量成果を改定すると同時に，必要に

応じてこれらの結果から水平方向の座標の改定量を

表した座標の補正パラメータや高さ方向の改定量を

表した標高の補正パラメータ（両者をあわせて以下

「補正パラメータ」という．）を作成し，提供してき

た（例えば，檜山ほか，2011；大滝ほか，2016）． 
補正パラメータは，現地における測量作業の結果

を踏まえて作成されるため，作成・提供には，地震

発生後約 5 か月程度が必要である．しかし，本震後

の地震活動に伴う地殻変動の進行の程度には依存す

るが，早期の復旧・復興には，地震後の改定成果を

できるだけ素早く提供することが好ましい．令和 6
年（2024 年）1 月 1 日に発生した気象庁マグニチュ

ード(Mj) 7.6 の令和６年能登半島地震（以下「能登半

島地震」という．）では，上記の観点から，電子基準

点の測量成果の改定から約 1 週間後には，測量成果

の公表が停止された地域のうち，地震時の変動が比

較的小さかった地域において補正パラメータが提供

された（岩下ほか，2024）．しかしながら，変動の大

きかった能登半島では，電子基準点の測量成果の改

定量のみでは，補正パラメータを構築するには不十

分であり，現地における三角点等での GNSS 観測の

結果を受けて，改めて補正パラメータが作成・提供

された．これらの提供までには，これまでと同様，

地震発生から 6 か月程度の期間を要した． 
一方で，国土地理院では，地震前後における衛星

SAR のデータを解析し，地震に伴う地殻変動を面的

に把握してきた（例えば，山中ほか，2011；上芝ほ

か，2016）．近年では，SAR の結果を測量に利用する

ことも可能になっている（国土地理院，2024a）．平

成 28 年（2016 年）熊本地震（以下「熊本地震」と

いう．）や 2016 年鳥取県中部の地震（以下「鳥取県

中部地震」という．）では，衛星 SAR の 3 次元解析

が GNSS 連続観測点と，東西もしくは上下成分で約

1 cm，南北成分で約 4 cm の標準偏差で整合するとい

う結果が得られている（Morishita & Kobayashi, 2022）．
このように，面的に地震時の変動を把握できるとい

う特徴を持つ衛星 SAR の解析結果を用いることで，

現地における GNSS 観測の結果を待たずに，いち早

く補正パラメータを構築・提供できる可能性がある．

植田勲，畔柳将人，小川拓真，服部晃久，岡村盛司，田上節雄，橋本哲志，宮本純一，神宮章克（2024）：令
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また，国土地理院では，震源断層モデルの推定も行

ってきた（例えば，水藤ほか，2011；矢来ほか，2016）．
震源断層モデルもまた，一度推定することができれ

ば，変位を面的に推定することができる．また，干

渉 SAR は，他の成分に比べて南北成分の精度が落ち

るのに対して（Morishita & Kobayashi, 2022），震源断

層モデルの推定には主に GNSS データが用いられる

ため，推定される変位の南北成分に関しては衛星

SAR よりも精度が良いことが期待される．実際，電

子基準点の時系列の RMS は，東西成分，南北成分と

もに 2.3 mm であり（Takamatsu et al., 2023），東西成

分と南北成分の間に差がない． 
本稿では，より迅速な補正パラメータの作成・提

供に向け，GNSS の現地測量を用いずに有効な補正

パラメータを作成可能であるかを検証するため，衛

星 SAR 解析結果もしくは震源断層モデルを使用し

て，能登半島地震の補正パラメータの作成を試みた

ので，その結果について述べる． 
 
2. SAR 及び震源断層モデルを用いた座標・標高補正

パラメータの試作 
補正パラメータは，能登半島地震による測量成果

の公表停止地域のうち，2 月 15 日時点で三角点の測

量成果の改定及び補正パラメータの提供が行われな

かった能登半島地域（岩下ほか（2024）における「範

囲２」）を対象とし，衛星 SAR の 3 次元解析（Tobita 
et al., 2001; Morishita et al., 2016）の結果を用いたも

の及び震源断層モデルから計算された変位を用いた

ものを作成した． 
衛星 SAR の解析には，表-1 に示すとおり，2024

年 1 月 1 日から 15 日までに実施された 8 観測のう

ち，7 観測を用いた（石本ほか，2024）．衛星 SAR の

解析結果から，補正パラメータを作成する際には，

解析結果に誤差や非常に局所的な変動が含まれる可

能性があることから，平滑化処理を行った．具体的

には，緯度𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖，経度𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖における緯度方向のパラメー

タ𝑝𝑝𝑝𝑝𝐵𝐵𝐵𝐵(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖)を， 
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のように計算するメディアンフィルタと， 
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と計算するガウシアンフィルタを使用し，結果を比

較した．ここで，𝑑𝑑𝑑𝑑𝐵𝐵𝐵𝐵�𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗�は衛星 SAR 解析による，

緯度𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗，経度𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗における緯度変化を表し，𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗は，点

(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖)と点(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗)との間の距離を表す．また，𝑋𝑋𝑋𝑋𝐵𝐵𝐵𝐵と

𝑋𝑋𝑋𝑋𝐿𝐿𝐿𝐿はフィルタをかける範囲，𝜎𝜎𝜎𝜎はガウシアンフィル

タの減衰定数である．この減衰定数が大きいほど，

より強い平滑化処理を行っていることを意味する．

これらの選び方を表-2 に示す．経度方向及び上下方

向の補正パラメータの作成方法も同様である．以下

 

 
図-1 衛星 SAR の 3 次元解析結果を用いて構築した座

標の補正パラメータ（SM）の大きさ（a）と標高

の補正パラメータ（b）． 

76 国土地理院時報　2024　No.138



では，メディアンフィルタを用いたパラメータを「パ

ラメータ SM」といい，ガウシアンフィルタを用いた

パラメータは，例えば𝜎𝜎𝜎𝜎 =100 m としたパラメータを

「パラメータ S100」のように「パラメータ Sσ」と表

す．作成したパラメータのうち，パラメータ SMを図

-1 に示す． 
震源断層モデルは，電子基準点及び衛星 SAR のデ

ータから得られた地殻変動を元に決定された断層面

（国土地理院，2024b）を元に，地震直後に測量が実

施された三角点と公共基準点 7 点の変位を加えて，

すべり分布を再推定したものを用いた．震源断層モ

デルから補正パラメータを作成する際には，平滑化

処理は行わず，震源断層モデルから推定される変位

をそのまま補正パラメータとした．震源断層モデル

から構築した補正パラメータを以下「パラメータ F」
という． 
 

表-1 衛星 SAR の 3 次元解析に用いたデータ． 

1 回回目目観観測測 
(年年-月月-日日) 

2 回回目目観観測測 
(年年-月月-日日) 

衛衛星星

進進行行

方方向向 

電電波波

照照射射

方方向向 

入入射射角角 
（（中中心心）） 

2022-09-26 2024-01-01 北行 左 32.4° 

2023-06-06 2024-01-02 南行 左 40.1° 

2023-12-06 2024-01-03 北行 右 43.0° 

2021-10-19 2024-01-09 南行 右 45.8° 

2023-11-03 2024-01-12 北行 右 36.2° 

2023-12-31 2024-01-14 南行 右 38.5° 

2022-06-06 2024-01-15 北行 左 36.3° 

 
表-2 衛星 SAR から作成したパラメータの名称と，用いた

パラメータの値． 

パパララメメーータタ名名 フフィィルルタタのの 
種種類類 

𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫,  
𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫𝑫※※ 𝝈𝝈𝝈𝝈 

パラメータ SM メディアン 0.5 － 

パラメータ S50 ガウシアン 0.5 50 m 

パラメータ S200 ガウシアン 0.5 200 m 

パラメータ S500 ガウシアン 1.0 500 m 
※格子点間隔の倍数で表す． 

 
3. 試作した補正パラメータの精度検証 

三角点の精度に照らし，水平成分 10 cm，上下成

分 20 cm を基準として，補正パラメータによる計算

値と測量成果の改定量を比較することにより，補正

パラメータの精度を検証した． 
 
3.1 電子基準点における成果の改定量との比較 

まずは，補正パラメータにより電子基準点及び可

搬型 GNSS 連続観測装置（REGMOS）設置箇所にお

ける測量成果の改定量を計算し，実際の改定量と比

較した．用いた電子基準点と REGMOS 点の分布を

図-2 に示す．電子基準点の新しい測量成果は，令和

6 年 1 月 4 日から 6 日の F5 解から計算した基線ベク

トルを用いて，成果停止範囲の外側の点を固定した

網平均計算によって算出されたものである（岩下ほ

か，2024）．REGMOS 点に関しては，測量成果は算

出されていないことから，地震時に観測された変位

と比較した．成果改定量と地震時の変位は，計算方

法により厳密には異なるが，ここでは地震時の変位

をそのまま用いた．補正パラメータによる計算値と，

改測結果との差を図-3 に示す．ただし，後に述べる

ように衛星 SAR から作成した補正パラメータにつ

いては，フィルタの種類を変更しても，ほとんど差

が生じなかったことから，図-3 ではパラメータ SM

とパラメータ F の結果を示す．この差が小さいほど，

補正パラメータが与える改定量が実際の改定量に整

合していることを意味している．また，表-3 に差の

RMS を示す． 
水平成分に関しては，震源断層モデルから作成し

たパラメータ F は，測量成果の改定量とよく整合し

ていることが分かる（図-3(a)及び(b)）．いずれの点に

おいても差は 10 cm 以内であり，RMS も 4.3 cm で

あった．ところが，パラメータ SM は，差が最大で

30 cm を超えており，測量成果とは整合していない

ことが分かる．RMS も 18.6 cm であり，目標精度の

 
図-2 補正パラメータの精度検証に用いた電子基準点

等の配置．赤丸，青丸，緑三角，灰色三角がそれ

ぞれ電子基準点，REGMOS，三角点，公共基準点

を表す． 

また，国土地理院では，震源断層モデルの推定も行

ってきた（例えば，水藤ほか，2011；矢来ほか，2016）．
震源断層モデルもまた，一度推定することができれ

ば，変位を面的に推定することができる．また，干

渉 SAR は，他の成分に比べて南北成分の精度が落ち

るのに対して（Morishita & Kobayashi, 2022），震源断

層モデルの推定には主に GNSS データが用いられる

ため，推定される変位の南北成分に関しては衛星

SAR よりも精度が良いことが期待される．実際，電

子基準点の時系列の RMS は，東西成分，南北成分と

もに 2.3 mm であり（Takamatsu et al., 2023），東西成

分と南北成分の間に差がない． 
本稿では，より迅速な補正パラメータの作成・提

供に向け，GNSS の現地測量を用いずに有効な補正

パラメータを作成可能であるかを検証するため，衛

星 SAR 解析結果もしくは震源断層モデルを使用し

て，能登半島地震の補正パラメータの作成を試みた

ので，その結果について述べる． 
 
2. SAR 及び震源断層モデルを用いた座標・標高補正

パラメータの試作 
補正パラメータは，能登半島地震による測量成果

の公表停止地域のうち，2 月 15 日時点で三角点の測

量成果の改定及び補正パラメータの提供が行われな

かった能登半島地域（岩下ほか（2024）における「範

囲２」）を対象とし，衛星 SAR の 3 次元解析（Tobita 
et al., 2001; Morishita et al., 2016）の結果を用いたも

の及び震源断層モデルから計算された変位を用いた

ものを作成した． 
衛星 SAR の解析には，表-1 に示すとおり，2024

年 1 月 1 日から 15 日までに実施された 8 観測のう

ち，7 観測を用いた（石本ほか，2024）．衛星 SAR の

解析結果から，補正パラメータを作成する際には，

解析結果に誤差や非常に局所的な変動が含まれる可

能性があることから，平滑化処理を行った．具体的

には，緯度𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖，経度𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖における緯度方向のパラメー

タ𝑝𝑝𝑝𝑝𝐵𝐵𝐵𝐵(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖)を， 

𝑝𝑝𝑝𝑝𝐵𝐵𝐵𝐵(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖) =  Median(�𝑑𝑑𝑑𝑑𝐵𝐵𝐵𝐵�𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗�| |𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗| < 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐵𝐵𝐵𝐵,
�𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗� < 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐿𝐿𝐿𝐿�) 

のように計算するメディアンフィルタと， 

𝑝𝑝𝑝𝑝𝐵𝐵𝐵𝐵(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖) =
∑ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝐵𝐵𝐵𝐵�𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗�𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗

∑ 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗
,𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗 = exp�−

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗2

2𝜎𝜎𝜎𝜎2
�,  

for �𝑑𝑑𝑑𝑑𝐵𝐵𝐵𝐵�𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗�| �𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗� < 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐵𝐵𝐵𝐵, �𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗� < 𝑋𝑋𝑋𝑋𝐿𝐿𝐿𝐿� 

と計算するガウシアンフィルタを使用し，結果を比

較した．ここで，𝑑𝑑𝑑𝑑𝐵𝐵𝐵𝐵�𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗�は衛星 SAR 解析による，

緯度𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗，経度𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗における緯度変化を表し，𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗は，点

(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑖𝑖𝑖𝑖 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖)と点(𝐵𝐵𝐵𝐵𝑗𝑗𝑗𝑗 , 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗𝑗𝑗)との間の距離を表す．また，𝑋𝑋𝑋𝑋𝐵𝐵𝐵𝐵と

𝑋𝑋𝑋𝑋𝐿𝐿𝐿𝐿はフィルタをかける範囲，𝜎𝜎𝜎𝜎はガウシアンフィル

タの減衰定数である．この減衰定数が大きいほど，

より強い平滑化処理を行っていることを意味する．

これらの選び方を表-2 に示す．経度方向及び上下方

向の補正パラメータの作成方法も同様である．以下

 

 
図-1 衛星 SAR の 3 次元解析結果を用いて構築した座

標の補正パラメータ（SM）の大きさ（a）と標高

の補正パラメータ（b）． 
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10 cm を大きく超えている．衛星 SAR の解析結果か

らガウシアンフィルタを用いて作成した他のパラメ

ータも，パラメータ SMとほぼ同様の結果を与えた．

実際に，RMS の間にも大きな差は見られない（表-
3）． 

上下成分に関しては，パラメータ SM，パラメータ

F ともに差がおおむね 10 cm 以内であった（図-3(a)
及び(c)）．差の RMS を比較すると，パラメータ SM

が 4.9 cm，パラメータ F が 6.6 cm であり，パラメー

タ SM の方がパラメータ F に比べ，やや改測結果に

整合的であった．上下成分に関しても，衛星 SAR か

ら作成した補正パラメータの間に大きな差が見られ

なかった（表-3）． 
 
表-3 電子基準点における測量成果の改定量と補正パラメ

ータによる計算値との差の RMS． 

パパララメメーータタ名名 東東西西 
(cm) 

南南北北 
(cm) 

水水平平 
(cm) 

上上下下 
(cm) 

パラメータ SM 15.5 10.3 18.6 4.9 
パラメータ S50 15.8 11.1 19.3 4.9 
パラメータ S200 15.5 10.2 18.6 5.0 
パラメータ S500 15.6 8.7 17.9 5.0 
パラメータ F 3.6 2.3 4.3 6.6 
 

3.2 三角点における成果の改定量との比較 
次に，現地での GNSS 観測によって測量成果の改

定が行われた三角点において，3.1 節と同様に補正パ

ラメータによる計算値を実際の測量成果の改定量と

比較した．この時，検証のために取得した公共基準

点における結果も含めた．検証に用いた三角点及び

公共基準点の分布を図-2 に，パラメータ SM とパラ

メータ F の比較結果を図-4 に示す． 
三角点での比較においても，衛星 SAR から作成し

た補正パラメータは，異なるフィルタから作成した

補正パラメータの間に顕著な差は見られなかった．

RMS でも，パラメータ SM が若干小さい傾向はある

ものの，ほとんど差は見られない（表-4）．一方で，

震源断層モデルを用いたパラメータとは差が見られ

た． 
水平成分に関しては，パラメータ SM，パラメータ

F ともに成果改定量との差が大きい結果となった

（図-4(a)及び(b)）．差の RMS もパラメータ SM が

25.5 cm，パラメータ F が 34.7 cm であり，目標精度

の 10 cm を大きく上回る結果となった．ただし，差

の分布には異なる傾向が見られる．パラメータ F の

RMS は，パラメータ SM のそれよりも大きいが，パ

ラメータ F の方が成果の改定量に整合する点が多い．

 
図-3 補正パラメータから計算した電子基準点及び REGMOS における成果改定量と，実際の成果改定量（REGMOS

の場合は地震時の変動）との比較．赤色が SAR の解析成分から作成したパラメータ，青色が断層モデルから

作成したパラメータの結果を表す．(a)差の散布図．線分で結ばれた点は同一点であることを表す．(b)水平成

分の差のヒストグラム．(c)上下成分の差のヒストグラム． 
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実際，差の中央値で比較すると，パラメータ S が

17.1 cm，パラメータ F が 8.3 cm であった．このこと

は，全体的な傾向としては，パラメータ F の方が改

測結果と整合しているが，改定量とずれたときにそ

の差が大きくなり得ること，パラメータ S はパラメ

ータ F に比べて全体的な整合性は低いが，逆に大き

くずれてしまうこともないということを示している．

これは，震源断層モデルが，衛星 SAR で捉えられて

いるような，水平スケールの小さな変動を再現しき

れていないことを示していると考えられる． 
上下成分に関しては，パラメータ F の RMS は

22.3 cm であり，改定量とずれたときにその差が大き

くなるという傾向は，水平成分と同様であった．一

方で，パラメータ SMでは，3 点を除いて差が 20 cm
以内であり（図-4(c)），測量成果の改定量とよく整合

していた．RMS も 12.2 cm であり，目標精度に比べ

て小さい．上下成分の方が，水平成分に比べて整合

性が良い点は，電子基準点における比較結果と同様

である． 
今回の地震では，衛星 SAR のデータの干渉性が低

く，特に半島北部では，ピクセルオフセット法の結

果のみが利用可能であった．Morishita & Kobayashi 
(2022)では，衛星 SAR の 3 次元解析で得られた地震

時の変位を，GNSS 連続観測点で得られた値と比較

しているが，ピクセルオフセット法を用いた場合，

差の標準偏差は，熊本地震で東西，南北，上下それ

ぞれ 6.2 cm，8.9 cm，4.1 cm であり，鳥取県中部地震

でそれぞれ 4.2 cm，3.9 cm，1.9 cm であった．ピクセ

ルオフセット法を用いた時に，上下成分の方が，水

平成分に比べて差が小さくなる点は，これらの結果

と整合的であった．これは，衛星 SAR の入射角がや

や鉛直方向であり，水平方向に比べて上下方向に感

度が高いためであると考えられる． 
一方で，値に関しては今回の地震のほうが大きい．

これは，今回の地震では，比較対象点が干渉を得る

ことができなかった地域にも位置しているのに対し

て，これらの地震では，全ての比較対象点で干渉が

得られていた（Morishita & Kobayashi, 2022）ことか

ら推測されるように，今回の地震で得られた衛星

SAR の解析結果は，これらの地震に比べて精度が良

くないことを反映していると考えられる． 
 
表-4 三角点及び公共基準点における測量成果の改定量と

補正パラメータによる計算値との差の RMS． 

パパララメメーータタ名名 東東西西 
(cm) 

南南北北 
(cm) 

水水平平 
(cm) 

上上下下 
(cm) 

パラメータ SM 17.8 18.3 25.5 12.2 
パラメータ S50 18.0 18.3 25.7 12.7 
パラメータ S200 17.9 18.5 25.7 12.5 
パラメータ S500 18.8 18.5 26.3 12.6 
パラメータ F 23.2 25.8 34.7 22.3 
 
 

 

図-4 図-3 と同様．ただし，三角点における測量成果の改定量との比較結果を示している． 

10 cm を大きく超えている．衛星 SAR の解析結果か

らガウシアンフィルタを用いて作成した他のパラメ

ータも，パラメータ SMとほぼ同様の結果を与えた．

実際に，RMS の間にも大きな差は見られない（表-
3）． 
上下成分に関しては，パラメータ SM，パラメータ

F ともに差がおおむね 10 cm 以内であった（図-3(a)
及び(c)）．差の RMS を比較すると，パラメータ SM

が 4.9 cm，パラメータ F が 6.6 cm であり，パラメー

タ SM の方がパラメータ F に比べ，やや改測結果に

整合的であった．上下成分に関しても，衛星 SAR か

ら作成した補正パラメータの間に大きな差が見られ

なかった（表-3）． 
 
表-3 電子基準点における測量成果の改定量と補正パラメ

ータによる計算値との差の RMS． 

パパララメメーータタ名名 東東西西 
(cm) 

南南北北 
(cm) 

水水平平 
(cm) 

上上下下 
(cm) 

パラメータ SM 15.5 10.3 18.6 4.9 
パラメータ S50 15.8 11.1 19.3 4.9 
パラメータ S200 15.5 10.2 18.6 5.0 
パラメータ S500 15.6 8.7 17.9 5.0 
パラメータ F 3.6 2.3 4.3 6.6 
 

3.2 三角点における成果の改定量との比較 
次に，現地での GNSS 観測によって測量成果の改

定が行われた三角点において，3.1 節と同様に補正パ

ラメータによる計算値を実際の測量成果の改定量と

比較した．この時，検証のために取得した公共基準

点における結果も含めた．検証に用いた三角点及び

公共基準点の分布を図-2 に，パラメータ SM とパラ

メータ F の比較結果を図-4 に示す． 
三角点での比較においても，衛星 SAR から作成し

た補正パラメータは，異なるフィルタから作成した

補正パラメータの間に顕著な差は見られなかった．

RMS でも，パラメータ SM が若干小さい傾向はある

ものの，ほとんど差は見られない（表-4）．一方で，

震源断層モデルを用いたパラメータとは差が見られ

た． 
水平成分に関しては，パラメータ SM，パラメータ

F ともに成果改定量との差が大きい結果となった

（図-4(a)及び(b)）．差の RMS もパラメータ SM が

25.5 cm，パラメータ F が 34.7 cm であり，目標精度

の 10 cm を大きく上回る結果となった．ただし，差

の分布には異なる傾向が見られる．パラメータ F の

RMS は，パラメータ SM のそれよりも大きいが，パ

ラメータ F の方が成果の改定量に整合する点が多い．

 
図-3 補正パラメータから計算した電子基準点及び REGMOS における成果改定量と，実際の成果改定量（REGMOS

の場合は地震時の変動）との比較．赤色が SAR の解析成分から作成したパラメータ，青色が断層モデルから

作成したパラメータの結果を表す．(a)差の散布図．線分で結ばれた点は同一点であることを表す．(b)水平成

分の差のヒストグラム．(c)上下成分の差のヒストグラム． 
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4. 議論 
衛星 SAR から作成した補正パラメータの間に顕

著な差は見られなかったことは，フィルタやそのパ

ラメータの多少の変更に対して，安定な補正パラメ

ータが得られたことを示している．実際には，沿岸

部すなわちデータの境界部において，補正パラメー

タの値に若干の差が見られたため，これらの領域で

現地における観測結果が得られれば，フィルタの優

劣を議論できる可能性がある．ただし，今回用いた

点の中にも比較的沿岸に近い点は含まれているため，

補正パラメータの大勢には影響がないと考えられる． 
GNSS 観測による測量成果の改定量との比較から

は，水平成分に関しては，RMS で判断した場合，衛

星 SAR，震源断層モデルから作成したいずれの補正

パラメータも，基準とした 10 cm の精度には達しな

かった．一方で，上下成分に関しては，震源断層モ

デルから作成した補正パラメータが目標精度に達し

なかったのに対し，衛星 SAR から作成した補正パラ

メータは目標とする精度に達していた．このことか

ら，能登半島地震のケースでは，衛星 SAR の解析結

果から水平成分，すなわち座標の補正パラメータを

構築・提供することは難しいが，標高の補正パラメ

ータであれば，提供できる可能性がある． 
今回の地震に関しては，衛星 SAR のデータが十分

得られず，また干渉性も良くなかったため，特に半

島の北部では，ピクセルオフセットの手法で解析さ

れた結果を使わざるを得なかった．その意味で，今

回の結果は，たとえ衛星 SAR の結果が芳しくなかっ

た場合であっても，感度の高い上下成分であれば，

十分な精度の補正パラメータが得られる可能性があ

ることを示している．十分なデータが得られれば，

衛星 SAR のデータを用いて，地震時の変動が水平成

分を含めて精度良く求まることが示されている（小

林ほか，2022；Morishita & Kobayashi, 2022）ことか

ら，今後だいち 2 号の後継機であるだいち 4 号

（ALOS-4）が本格的に運用されるようになると，一

度により広範囲のデータ取得が可能になるため，十

分なデータを得られる可能性は高まっており，今後

も他の地震において同様の検証を引き続き実施する

ことが望まれる． 
震源断層モデルについては，推定に用いた電子基

準点においては RMS が小さいが，推定に用いてい

ない三角点では，RMS が大きい結果となった．これ

は，電子基準点を誤差低減のみに用いている衛星

SAR から作成した補正パラメータでは，電子基準点

と三角点での差の RMS が同程度であったことと対

照的である．このことから，三角点の改測結果も踏

まえて震源断層モデルを推定することにより，より

改測結果と整合するモデルを構築することは可能で

あると考えられる．しかしながら，現地の観測結果

を待たなければならないとすると，迅速性の観点か

らは従来と変わらないため，本稿ではこれ以上考慮

しないことにする．ただし，従来の方法によるパラ

メータの正確性を更に上げるという観点からは，今

後も議論の可能性があるかもしれない． 
今回，衛星 SAR による水平成分の補正パラメータ

は，十分な精度に達しなかったが，三角点ほどの精

度を必要としない場合，例えば，電子国土基本図の

改定や水準点の水平位置の修正などには，利活用の

可能性が残っている．また，この補正パラメータを

迅速に作成することができれば，現地における測量

作業の地域選定にも役に立つ可能性がある．これは，

より効率的にリソースを投入することにつながる． 
 
5. まとめ 

本稿では，迅速かつ効率的に補正パラメータを作

成するという観点から，現地における GNSS 測量に

頼ることなく，補正パラメータの作成を試みた．そ

の結果，水平成分に関しては，目標とする精度のパ

ラメータを得ることができなかったが，上下成分に

関しては，衛星 SAR の解析結果を用いて目標とする

精度に達する補正パラメータが得られた．今回用い

た衛星 SAR の結果は，ピクセルオフセット法という

計測精度の低い手法による結果であったことから，

衛星 SAR に関してより精度の高い解析結果を得る

ことができれば，水平成分に関しても十分な精度を

有する補正パラメータを構築できる可能性はあると

考えられる．今後，他の地震について衛星 SAR を用

いた補正パラメータが有効であることを検証する必

要がある．また，実際に，現地での GNSS 測量成果

を用いずに補正パラメータを提供する場合には，事

前に現地における測量の結果と比較することはでき

ないため，作成した補正パラメータの精度を示す指

標があることが好ましく，今後の検討課題である． 
能登半島地震の場合，電子基準点の測量成果の改

定は，地震発生から約 1 か月後であったが，衛星 SAR
解析結果を用いた座標・標高補正パラメータ作成の

ストラテジが確立すれば，衛星 SAR の解析にはそれ

ほど多くの時間を要しないことから，電子基準点の

測量成果の改定に要する期間とほぼ同時期にこれら

のパラメータを構築・提供できることが期待される． 
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と三角点での差の RMS が同程度であったことと対

照的である．このことから，三角点の改測結果も踏

まえて震源断層モデルを推定することにより，より

改測結果と整合するモデルを構築することは可能で

あると考えられる．しかしながら，現地の観測結果

を待たなければならないとすると，迅速性の観点か

らは従来と変わらないため，本稿ではこれ以上考慮

しないことにする．ただし，従来の方法によるパラ

メータの正確性を更に上げるという観点からは，今
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